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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　長尺の媒体が搬送される媒体搬送路を外部に露出させる開口と、
　前記開口に設けられ、前記開口を閉鎖する閉位置と、前記閉位置と異なる開位置とに移
動するカバーと、
　前記開口から外部に露出する媒体搬送路に位置する前記媒体に接触する接触位置と、当
該媒体から前記接触位置よりも離れた離間位置と、に移動する媒体ガイド機構と、
　前記閉位置から前記開位置に移動する前記カバーの開動作に連動して、前記媒体ガイド
機構を前記離間位置に移動させるガイド移動機構と、を備え、
　前記媒体ガイド機構は、
　　前記媒体の側端部を受ける側壁部と、
　　前記媒体の側端部を前記媒体の上下方向に挟んで保持する、下側媒体ガイドおよび上
側媒体ガイドと、
　　前記カバーの前記開動作に連動して第１位置から第２位置へ移動する移動部と、
　を備え、
　前記移動部は、前記第１位置から前記第２位置に移動するとき、前記側壁部に当接して
前記側壁部を前記離間位置へ向けて移動させ、前記第２位置から前記第１位置に移動する
とき、前記側壁部と前記移動部とが当接する当接方向と交差する退避方向に移動すること
を特徴とする媒体ガイド装置。
【請求項２】
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　前記側壁部は、前記媒体の幅方向の端部に接触することを特徴とする請求項１に記載の
媒体ガイド装置。
【請求項３】
　前記移動部は、前記退避方向に弾性変形可能な弾性部材によって支持され、
　前記移動部に、前記退避方向に対して傾斜する傾斜面が形成されていることを特徴とす
る請求項１または２に記載の媒体ガイド装置。
【請求項４】
　前記ガイド移動機構は、前記側壁部を前記接触位置および前記離間位置に向けて付勢す
るガイド付勢バネを備え、
　前記ガイド付勢バネによる付勢方向は、前記側壁部が前記接触位置と前記離間位置の間
で移動する途中で切り換わることを特徴とする請求項１ないし３のいずれかの項に記載の
媒体ガイド装置。
【請求項５】
　前記媒体ガイド機構を前記媒体の幅方向に移動させるガイド位置調整機構を有し、
　前記移動部は、前記媒体ガイド機構の前記幅方向への移動に連動して、前記幅方向に移
動することを特徴とする請求項１ないし４のいずれかの項に記載の媒体ガイド装置。
【請求項６】
　請求項１ないし５のいずれかの項に記載の媒体ガイド装置と、
　前記開口および前記開口を開閉する前記カバーを備える外装ケースと、
　前記媒体搬送路に沿って前記媒体を搬送する媒体搬送機構と、
　前記媒体に印刷を施す印刷ヘッドと、を有することを特徴とする印刷装置。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、シート状の媒体を搬送時にガイドする媒体ガイド装置およびこれを備える印
刷装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来から、印刷対象の媒体を用紙ガイドでガイドしながら搬送する印刷装置が用いられ
ている。特許文献１には、この種の印刷装置が開示されている。特許文献１の印刷装置は
、印刷部に向けて搬送される媒体の側端をガイドするガイドユニット（媒体ガイド装置）
を備える。ガイドユニットは、媒体搬送面を構成する送りプレートの一方の側端部に設け
られた可動ガイドと、他方の側端部に設けられた固定ガイドを備える。可動ガイドは、媒
体の幅に合わせて媒体搬送面の幅方向に移動可能である。
【０００３】
　固定ガイドおよび可動ガイドは、媒体の側端部を支持する斜面（押圧受け基端部）を備
えており、斜面の上方には開閉式の押えレバーが配置されている。押えレバーを閉じると
、媒体の側端部が斜面と押えレバーとの間で保持される。この状態で媒体を搬送すると、
媒体の折れを抑制できるとともに、媒体が媒体搬送面から浮き上がることを抑制できる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２０１５－２０８７５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　特許文献１では、印刷装置に媒体をセットするとき、媒体搬送路に面する開口を閉塞し
ている開閉式のカバーを開けて媒体搬送路を開放して、媒体をセットする作業を行う。こ
のとき、固定ガイドおよび可動ガイドの押えレバーを上方に開けて媒体を配置した後、押
えレバーを閉じることによって媒体の側端部を押えレバーと斜面との間に配置する。しか
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しながら、ユーザーの操作忘れなどにより、固定ガイドおよび可動ガイドの押えレバーを
開けずに押えレバーの上に媒体をセットしてしまうことがある。この場合には、押えレバ
ーで媒体の側端部を押さえる状態を形成できない。従って、媒体の折れや媒体搬送面から
の浮き上がりを抑制できない。
【０００６】
　本発明の課題は、以上の問題点に鑑みて、媒体をガイドする媒体ガイドが設けられた媒
体搬送路への媒体のセット不良を抑制できる媒体ガイド装置および印刷装置を提案するこ
とにある。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　上記の課題を解決するために、本発明の媒体ガイド装置は、カバーが設けられる開口に
面する媒体搬送路に配置された媒体に接触する接触位置、および前記媒体から前記接触位
置よりも離れた離間位置に移動する媒体ガイドと、前記開口を閉鎖する閉位置から前記閉
位置と異なる開位置に移動する前記カバーの開動作に連動して、前記媒体ガイドを前記離
間位置に移動させるガイド移動機構と、を備えることを特徴とする。
【０００８】
　本発明によれば、カバーを開いて媒体搬送路を露出させるとき、カバーの開動作に連動
して、媒体をガイドする媒体ガイドが媒体搬送路上の媒体から離れるガイド開動作が行わ
れる。このようにすると、カバーを開ける操作とは別に媒体ガイドを開ける操作を行う必
要がない。従って、媒体セット時の作業工数を減らすことができる。また、媒体ガイドを
開け忘れた状態で媒体がセットされることを防止でき、媒体搬送路への媒体のセット不良
が発生するおそれが少ない。よって、媒体の折れや媒体搬送面からの浮き上がりを抑制で
きる。
【０００９】
　本発明において、前記媒体ガイドは、前記媒体の幅方向の端部に接触することが望まし
い。このようにすると、媒体の浮きを抑制でき、媒体の幅方向の端部に折れが発生するお
それを少なくすることができる。
【００１０】
　本発明において、前記ガイド移動機構は、前記カバーの前記開動作に連動して第１位置
から第２位置へ移動する移動部を備え、前記移動部は、前記第１位置から前記第２位置に
移動するとき、前記媒体ガイドに当接して前記媒体ガイドを前記離間位置へ向けて移動さ
せることが望ましい。このようにすると、単純な構造で、カバーの開動作と媒体ガイドの
開動作を連動させることができる。
【００１１】
　本発明において、前記移動部は、前記第２位置から前記第１位置に移動するとき、前記
媒体ガイドと前記移動部とが当接する当接方向と交差する退避方向に移動することが望ま
しい。例えば、前記移動部は、前記退避方向に弾性変形可能な弾性部材によって支持され
、前記移動部に、前記退避方向に対して傾斜する傾斜面が形成されていることが望ましい
。このようにすると、移動部を第１位置に戻すときに移動部が媒体ガイドと干渉した場合
に、傾斜面に押圧力が加わって移動部が退避する。従って、カバーを閉じる前にユーザー
が手で媒体ガイドを閉じてしまっていたとしても、移動部を第１位置に戻すことが可能で
ある。
【００１２】
　本発明において、前記ガイド移動機構は、前記媒体ガイドを前記接触位置および前記離
間位置に向けて付勢するガイド付勢バネを備え、前記ガイド付勢バネによる付勢方向は、
前記媒体ガイドが前記接触位置と前記離間位置の間で移動する途中で切り換わることが望
ましい。このようにすると、移動部は媒体ガイドを付勢方向が切り換わる位置（中立点）
まで移動させるだけでよく、媒体ガイドが中立点を越えれば、ガイド付勢バネの付勢力に
よって離間位置まで媒体ガイドが移動する。従って、移動部の移動方向や移動量を媒体ガ
イドの移動方向および移動量に一致させる必要がないという利点がある。
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【００１３】
　本発明において、前記媒体ガイドを前記媒体の幅方向に移動させるガイド位置調整機構
を有し、前記移動部は、前記媒体ガイドの前記幅方向への移動に連動して、前記幅方向に
移動することが望ましい。このようにすると、紙幅の異なる複数種類の媒体をガイドする
ことができる。
【００１４】
　次に、本発明の印刷装置は、上記の媒体ガイド装置と、前記開口および前記開口を開閉
する前記カバーを備える外装ケースと、前記媒体搬送路に沿って前記媒体を搬送する媒体
搬送機構と、前記媒体に印刷を施す印刷ヘッドと、を有することを特徴とする。
【図面の簡単な説明】
【００１５】
【図１】本発明を適用したプリンターの外観斜視図である。
【図２】図１のプリンターの内部機構を示す概略縦断面図である。
【図３】媒体ガイド機構の斜視図である。
【図４】媒体ガイド機構と搬送路開閉カバーを示す斜視図である。
【図５】媒体ガイド機構と搬送路開閉カバーの断面図である。
【図６】媒体ガイド機構と搬送路開閉カバーの断面図である。
【図７】閉動作連動機構を部分的に示す説明図である。
【図８】開動作連動機構を模式的に示す説明図である。
【図９】上側媒体ガイドを先に閉じた場合の開動作連動機構の動作を示す説明図である。
【発明を実施するための形態】
【００１６】
　以下に、図面を参照して、本発明を適用した印刷装置の実施の形態を説明する。本発明
の実施形態に係る印刷装置は、印刷ヘッドに向けて記録紙（媒体）を搬送して、印刷ヘッ
ドによって記録紙に印刷を施すものである。以下、本明細書において、ＸＹＺの３方向は
互いに直交する方向であり、Ｘ方向が装置幅方向を示し、Ｙ方向が装置前後方向を示し、
Ｚ方向が装置上下方向を示す。また、＋Ｘ方向が装置幅方向Ｘの一方側、－Ｘ方向が他方
側を示す。また、＋Ｙ方向が装置前方を示し、－Ｙ方向が装置後方を示し、＋Ｚ方向が上
方を示し、－Ｚ方向が下方を示す。
【００１７】
（全体構成）
　図１は本発明を適用したプリンターの外観斜視図であり、図１（ａ）は搬送路開閉カバ
ーを閉じた状態、図１（ｂ）は搬送路開閉カバーを取り外した状態を示す。また、図２は
プリンターの内部機構を示す概略縦断面図である。図１に示すように、プリンター１（印
刷装置）は、全体として装置前後方向Ｙに長い直方体形状の筐体２を備える。筐体２の前
面２ａの上側部分には、装置幅方向Ｘの一方側に操作パネル３が設けられ、他方側に排紙
口４が設けられている。筐体２の＋Ｘ方向側の側面２ｂには、装置前方側（＋Ｙ方向側）
に廃インクタンク交換口カバー１１が設けられ、装置後方側（－Ｙ方向側）から装置後面
にかけてロール紙交換口カバー１２が設けられている。廃インクタンク交換口カバー１１
を開けると、筐体２内の廃インクタンクを交換することができる。また、ロール紙交換口
カバー１２を開けると、筐体２内のロール紙９（図２参照）を交換することができる。
【００１８】
　筐体２には、側面２ｂに設けられたロール紙交換口カバー１２の上方から筐体２の上面
２ｃにかけて、搬送路開閉カバー１３（カバー）が設けられている。搬送路開閉カバー１
３は、上面２ｃの装置幅方向Ｘの略中央に設けられたヒンジ１４を中心として回転する方
向に開閉可能である。搬送路開閉カバー１３は、筐体２の上面２ｃから＋Ｘ方向の側面に
かけて形成された開口１５を閉鎖する閉位置１３Ａと、＋Ｚ方向に回転して開口１５の上
から退避した開位置１３Ｂ（図１（ｂ）で破線で示す位置）との間で回転する。本明細書
において、搬送路開閉カバー１３が閉位置１３Ａから開位置１３Ｂに移動する方向（開方
向）を第１方向Ｆ１とし、搬送路開閉カバー１３が開位置１３Ｂから閉位置１３Ａに移動
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する方向（閉方向）を第２方向Ｆ２とする。
【００１９】
　図２に示すように、筐体２の内部には、装置後方側（－Ｙ方向側）の下部にロール紙収
納部６が形成されている。また、装置前方側（＋Ｙ方向側）の上部には印刷ヘッド７が配
置され、装置前方側（＋Ｙ方向側）の下部にはプラテンユニット８が配置される。プラテ
ンユニット８は、印刷ヘッド７のインクノズル面と一定のプラテンギャップで対向する水
平なプラテン面を備える。印刷ヘッド７はキャリッジ１６に搭載され、装置前後方向Ｙに
一定間隔で配列された４つのライン型ヘッド７ａを備える。キャリッジ１６の装置前後方
向Ｙの両側には、キャリッジガイド軸１７が配置される。キャリッジ１６は、これら一対
のキャリッジガイド軸１７によって装置幅方向Ｘに移動可能な状態で支持される。
【００２０】
　筐体２の内部において、ロール紙収納部６に装填されたロール紙９から引き出された長
尺の記録紙Ｐは、二点鎖線で示す媒体搬送路１０に沿って、印刷ヘッド７による印刷位置
を経由して、筐体２の前面２ａに開口する排紙口４に向けて搬送され、排紙口４から排出
される。媒体搬送路１０は、ロール紙収納部６から装置後方側（－Ｙ方向側）へ向けて斜
め上方に延びる第１経路部分１０ａと、第１経路部分１０ａの上端から装置前方側（＋Ｙ
方向側）に方向転換してプラテン面に到達するまで緩やかに下降する第２経路部分１０ｂ
と、プラテン面に沿って装置前方側（＋Ｙ方向側）に向けて水平に延びる第３経路部分１
０ｃを備える。
【００２１】
　プリンター１は、媒体搬送路１０に沿って記録紙Ｐを搬送する媒体搬送機構１８を備え
る。媒体搬送機構１８は、ロール紙収納部６に装填されたロール紙９から第１経路部分１
０ａへ記録紙Ｐを送り出す媒体供給機構２０を構成するロール軸２１および媒体供給モー
ター（図示省略）と、第１経路部分１０ａから第２経路部分１０ｂに方向転換される位置
で記録紙Ｐにバックテンションを与えるテンションレバー２２を備える。ロール紙９はロ
ール軸２１に相対回転不能に装着されており、ロール軸２１が回転すると、ロール紙９か
ら媒体搬送路１０の第１経路部分１０ａに記録紙Ｐが繰り出される。テンションレバー２
２は、図示しない付勢部材によって装置後方側（－Ｙ方向側）に付勢される。記録紙Ｐは
、テンションレバー２２の円弧状外周面に掛け渡される。
【００２２】
　また、媒体搬送機構１８は、テンションレバー２２からプラテン面に向かう第２経路部
分１０ｂで記録紙Ｐをガイドする媒体ガイド機構３０と、プラテン面に沿って記録紙Ｐを
搬送するベルト搬送機構４０を備える。媒体ガイド機構３０は、第２経路部分１０ｂの下
側（－Ｚ方向側）で装置前方側（＋Ｙ方向）に向けて緩やかに下降する媒体搬送面３１を
備える媒体支持部材３２と、媒体搬送面３１に沿って搬送される記録紙Ｐの側端部をガイ
ドする固定側ガイド部３３および可動側ガイド部３４等を備える。
【００２３】
　図１（ｂ）に示すように、媒体搬送路１０の第２経路部分１０ｂは、筐体２の上面２ｃ
に設けられた開口１５に面する。搬送路開閉カバー１３を開けると、第２経路部分１０ｂ
およびテンションレバー２２が外部に露出する。従って、開口１５から媒体搬送路１０の
第２経路部分１０ｂに記録紙Ｐをセットする作業を行うことができる。媒体ガイド機構３
０は、開口１５を開閉する搬送路開閉カバー１３の開閉動作に連動して、固定側ガイド部
３３および可動側ガイド部３４を動作させるガイド移動機構３９を備える。固定側ガイド
部３３および可動側ガイド部３４の詳細な構成、およびガイド移動機構３９の詳細な構成
は後述する。
【００２４】
　図２に示すように、ベルト搬送機構４０は、プラテンユニット８に搭載されたベルト駆
動ローラー４１を含む複数のローラーに掛け渡された無端ベルト４２と、ベルト駆動ロー
ラー４１を回転させる搬送モーター４３と、第３経路部分１０ｃの上側で記録紙Ｐを無端
ベルト４２に押し付ける図示しないピンチローラー等を備える。ベルト搬送機構４０は、
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ピンチローラーと無端ベルト４２との間に記録紙Ｐを挟んで搬送する。
【００２５】
　記録紙Ｐは、ロール紙収納部６に装填されたロール紙９から、媒体搬送路１０の第１経
路部分１０ａに沿って引き出され、テンションレバー２２に架け渡されて湾曲させられ、
その先端側の部分を第２経路部分１０ｂに沿って延ばした状態にセットされる。記録紙Ｐ
は、その先端を媒体ガイド機構３０の装置前方側（＋Ｙ方向）の端部に搭載された図示し
ない送りローラーに突き当てるようにしてセットされる。
【００２６】
　記録紙Ｐをセットした後、媒体供給モーターの駆動力によってロール軸２１を回転させ
て記録紙Ｐの供給動作を行い、更に、ベルト搬送機構４０による搬送動作を行って、記録
紙Ｐの先頭を印刷ヘッド７による印刷位置に配置する頭出し動作を行う。しかる後に、ベ
ルト搬送機構４０による搬送動作を行って、印刷位置から排紙口４に向かう正送り方向に
一定速度で連続搬送する搬送動作を行う。また、この搬送動作に同期して印刷ヘッド７を
駆動制御して、記録紙Ｐの表面に印刷を施す。
【００２７】
（媒体ガイド機構）
　図３は媒体ガイド機構３０の斜視図であり、図３（ａ）は固定側ガイド部３３および可
動側ガイド部３４を開いた状態を示し、図３（ｂ）は固定側ガイド部３３および可動側ガ
イド部３４を閉じた状態を示す。また、図４は媒体ガイド機構３０と搬送路開閉カバー１
３を示す斜視図であり、図４（ａ）は搬送路開閉カバー１３が閉じた状態、図４（ｂ）は
搬送路開閉カバー１３を閉じる途中の状態を示す。図５、図６は媒体ガイド機構３０と搬
送路開閉カバー１３の断面図であり、図５（ａ）は図４（ａ）のＡ１－Ａ１断面図であり
、図５（ｂ）は図４（ａ）のＢ１－Ｂ１断面図であり、図６（ａ）は図４（ｂ）のＡ２－
Ａ２断面図であり、図６（ｂ）は図４（ｂ）のＢ２－Ｂ２断面図である。
【００２８】
　図３に示すように、媒体支持部材３２は、装置幅方向Ｘに離れて配置された一対の支持
フレーム３２ａと、一対の支持フレーム３２ａ間で装置幅方向Ｘに延在する支持プレート
３２ｂを備える。支持プレート３２ｂの上面は、第２経路部分１０ｂの媒体搬送面３１を
構成する。一対の支持フレーム３２ａの装置後方側（－Ｙ方向側）の端部はテンション軸
２３を支持する。テンション軸２３には、記録紙Ｐが架け渡されるテンションレバー２２
（図２参照）が回転可能に取り付けられる。
【００２９】
　固定側ガイド部３３は、支持プレート３２ｂの－Ｘ方向側の側端縁に沿って延在する下
側媒体ガイド３５および上側媒体ガイド３６を備える。下側媒体ガイド３５は支持プレー
ト３２ｂに固定され、媒体搬送面３１の一部を構成する。下側媒体ガイド３５と上側媒体
ガイド３６は、第２経路部分１０ｂにセットされる記録紙Ｐの－Ｘ方向側の側端部を装置
上下方向（Ｚ方向）に挟んで保持する。上側媒体ガイド３６は、媒体搬送面３１に載った
記録紙Ｐに上方から接触する接触位置３６Ａ（図３（ｂ）参照）と、媒体搬送面３１に載
った記録紙Ｐから接触位置３６Ａよりも離れた離間位置３６Ｂ（図３（ａ）参照）とに移
動可能である。
【００３０】
　可動側ガイド部３４は、支持プレート３２ｂの＋Ｘ方向側の側端縁に沿って延在する下
側媒体ガイド３７および上側媒体ガイド３８ならびに、下側媒体ガイド３７および上側媒
体ガイド３８を支持プレート３２ｂに対して装置幅方向Ｘに移動させるガイド位置調整機
構５０を備える。図３（ｂ）に示すように、ガイド位置調整機構５０は、支持プレート３
２ｂの下側で装置幅方向Ｘに延在するガイド軸５１と、ガイド軸５１と重なる支持プレー
ト３２ｂの位置で装置幅方向Ｘに延在する開口５２と、下側媒体ガイド３７をガイド軸５
１にスライド可能に連結するスライダー５６を備える。上側媒体ガイド３８は、下側媒体
ガイド３７が支持プレート３２ｂ上で装置幅方向Ｘに移動するとき、スライダー５６およ
び下側媒体ガイド３７と一体になって装置幅方向Ｘに移動する（図６（ｂ）参照）。
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【００３１】
　また、ガイド位置調整機構５０は、下側媒体ガイド３７および上側媒体ガイド３８をガ
イド軸５１に対して装置幅方向Ｘに相対移動不能な状態にロックするロック機構５３を備
える。ロック機構５３は、可動側ガイド部３４の上部中央に露出するロックレバー５４と
、ロックレバー５４の操作に連動してガイド軸５１に押し付けられる図示しないロック部
材を備える。ロック部材はゴム等の摩擦係数の高い素材からなる。
【００３２】
　図４（ｂ）、図７に示すように、固定側ガイド部３３の下側媒体ガイド３５は、記録紙
Ｐの－Ｘ方向側の側端部が載る固定側受け部６１と、固定側受け部６１の－Ｘ方向側で＋
Ｚ方向に立ち上がる固定側壁部６２とを備える。一方、可動側ガイド部３４の下側媒体ガ
イド３７は、記録紙Ｐの＋Ｘ方向側の側端部が載る可動側受け部７１と、可動側受け部７
１の＋Ｘ方向側で＋Ｚ方向に立ち上がる可動側壁部７２とを備える。可動側受け部７１は
、下側媒体ガイド３７の装置前後方向Ｙにおける端部の２箇所に形成されている。支持プ
レート３２ｂには、可動側受け部７１の位置に対応する２箇所に、可動側受け部７１を装
置幅方向Ｘにスライド可能な状態で配置するスライド溝５５が形成されている。
【００３３】
　第２経路部分１０ｂに記録紙Ｐをセットするときは、ロックレバー５４を操作してロッ
ク機構５３によるロックを解除する。しかる後に、記録紙Ｐの－Ｘ方向側の側端縁を固定
側壁部６２に突き当て、記録紙Ｐの＋Ｘ方向側の側端縁が可動側壁部７２に突き当たる位
置まで下側媒体ガイド３７をスライドさせる。これにより、記録紙Ｐの幅に対応する位置
に、可動側ガイド部３４を位置決めすることができる。位置決め完了後、ロックレバー５
４を操作して、ロック機構５３をロック状態に切り換える。図６（ｂ）に、固定側ガイド
部３３の側にスライドした可動側ガイド部３４を破線で示す。
【００３４】
　図３に示すように、固定側ガイド部３３は、下側媒体ガイド３５の装置前後方向Ｙの両
端に設けられた一対の軸支部６３と、上側媒体ガイド３６において軸支部６３に対応する
位置に形成された一対の腕部６４を備える。上側媒体ガイド３６は、一対の腕部６４がそ
れぞれ、対応する軸支部６３に回転可能に連結されている。これにより、上側媒体ガイド
３６は媒体搬送方向と平行な回転中心線を中心として、上述した接触位置３６Ａ（図３（
ｂ）参照）から離間位置３６Ｂ（図３（ａ）参照）までの間を回転可能となる。
【００３５】
　上側媒体ガイド３６は、装置前後方向Ｙに延在するガイド本体６５と、ガイド本体６５
の装置前後方向Ｙの両端から突出する上記の腕部６４と、ガイド本体６５において腕部６
４が突出する側とは逆の側の側端部に設けられた媒体押圧部６６と、を備える。媒体押圧
部６６は、ガイド本体６５の装置前後方向Ｙの両端に設けられている。上側媒体ガイド３
６は、接触位置３６Ａではガイド本体６５に設けられた媒体押圧部６６が下側媒体ガイド
３５の固定側受け部６１と装置上下方向Ｚに対向する。一方、図６（ｂ）に示すように、
上側媒体ガイド３６は、離間位置３６Ｂでは腕部６４が斜め上方を向く位置まで回転して
おり、ガイド本体６５に設けられた媒体押圧部６６は下側媒体ガイド３５の固定側受け部
６１から大きく離れた位置に位置する。
【００３６】
　可動側ガイド部３４は、上述したガイド位置調整機構５０が設けられた部位を除き、固
定側ガイド部３３と同様に構成されている。すなわち、可動側ガイド部３４は、下側媒体
ガイド３７の装置前後方向Ｙの両端に設けられた一対の軸支部７３と、上側媒体ガイド３
８において軸支部７３に対応する位置に形成された一対の腕部７４と、を備える。上側媒
体ガイド３８は、一対の腕部７４がそれぞれ、対応する軸支部７３に回転可能に連結され
ている。これにより、上側媒体ガイド３８は媒体搬送方向と平行な回転中心線を中心とし
て、上述した接触位置３８Ａ（図３（ｂ）参照）から離間位置３８Ｂ（図３（ａ）参照）
までの間を回転可能となっている。
【００３７】
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　上側媒体ガイド３８は、装置前後方向Ｙに延在するガイド本体７５と、ガイド本体７５
の装置前後方向Ｙの両端から突出する上記一対の腕部７４と、ガイド本体７５において腕
部７４が突出する側とは逆の側の側端部に設けられた媒体押圧部７６と、を備える。媒体
押圧部７６は、ガイド本体７５の装置前後方向Ｙの両端に設けられている。上側媒体ガイ
ド３８は、接触位置３８Ａではガイド本体７５に設けられた媒体押圧部７６が下側媒体ガ
イド３７の可動側受け部７１（図４（ｂ）、図７参照）と装置上下方向Ｚに対向する。一
方、図６（ｂ）に示すように、上側媒体ガイド３８は、離間位置３８Ｂでは腕部７４が斜
め上方を向く位置まで回転しており、ガイド本体７５に設けられた媒体押圧部７６は下側
媒体ガイド３７の可動側受け部７１から大きく離れた位置に位置する。
【００３８】
（ガイド移動機構）
　ガイド移動機構３９は、搬送路開閉カバー１３を閉じる動作に連動して、上側媒体ガイ
ド３６を接触位置３６Ａに移動させるとともに、上側媒体ガイド３８を接触位置３８Ａに
移動させる閉動作連動機構８０を備える。また、ガイド移動機構３９は、搬送路開閉カバ
ー１３の開動作に連動して、上側媒体ガイド３６を離間位置３６Ｂに移動させるとともに
、上側媒体ガイド３８を離間位置３８Ｂに移動させる開動作連動機構９０を備える。
【００３９】
（閉動作連動機構）
　図４に示すように、搬送路開閉カバー１３は、筐体２の上面２ｃに沿って延在する上板
部１３ａと、筐体２の側面２ｂに沿って延在する側板部１３ｂと、上板部１３ａおよび側
板部１３ｂの装置後方側（－Ｙ方向側）の端部に取り付けられ、筐体２の背面に沿って延
在する背面板部１３ｃと、を備える。閉動作連動機構８０は、搬送路開閉カバー１３の閉
動作に連動して上側媒体ガイド３６を接触位置３６Ａに移動させるための機構として、背
面板部１３ｃの装置幅方向Ｘの他方側（－Ｘ方向側）の端部から下方に突出する固定側係
合部８１と、固定側ガイド部３３の装置後方側（－Ｙ方向側）の端部に設けられた固定側
係合受け部８２と、固定側ガイド部３３の上側媒体ガイド３６を接触位置３６Ａ側および
離間位置３６Ｂ側に付勢する固定ガイド付勢バネ８３（図３参照）と、を備える。
【００４０】
　固定ガイド付勢バネ８３は、上側媒体ガイド３６の一対の腕部６４のそれぞれと下側媒
体ガイド３５との間に架け渡される。固定ガイド付勢バネ８３は、上側媒体ガイド３６が
接触位置３６Ａから離間位置３６Ｂまでの間を移動するとき、腕部６４に固定された端部
が上側媒体ガイド３６の回転中心線を中心とする円弧上の移動軌跡を通る。固定ガイド付
勢バネ８３は、円弧状の移動軌跡の頂点に対応する位置が中立点となるいわゆる２安定バ
ネである。従って、上側媒体ガイド３６が接触位置３６Ａ側と離間位置３６Ｂの間で移動
する途中で、固定ガイド付勢バネ８３による上側媒体ガイド３６の付勢方向が接触位置３
６Ａ側と離間位置３６Ｂ側に切り換わる。
【００４１】
　上側媒体ガイド３６が離間位置３６Ｂに位置する状態で、搬送路開閉カバー１３がヒン
ジ１４を中心として第２方向Ｆ２に回転すると、図４（ｂ）、図６（ａ）に示すように、
搬送路開閉カバー１３が完全に閉じる手前の途中位置で、搬送路開閉カバー１３の固定側
係合部８１が上側媒体ガイド３６の固定側係合受け部８２に突き当たる。さらに搬送路開
閉カバー１３が第２方向Ｆ２に倒れると、固定側係合受け部８２を介して、上側媒体ガイ
ド３６が搬送路開閉カバー１３と同じ閉方向（すなわち、第２方向Ｆ２）に回転する。上
側媒体ガイド３６は、固定ガイド付勢バネ８３の中立点に対応する位置までは、固定側係
合受け部８２に加わる押圧力によって回転し、中立点を過ぎると、固定ガイド付勢バネ８
３の付勢力によって接触位置３６Ａまで回転する。
【００４２】
　図７は閉動作連動機構８０を部分的に示す説明図である。図５～図７に示すように、搬
送路開閉カバー１３は、上板部１３ａおよび側板部１３ｂの内側で、背面板部１３ｃより
も装置前方側（＋Ｙ方向側）の位置に設けられた壁部１３ｄを備える。閉動作連動機構８
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０は、搬送路開閉カバー１３の閉動作に連動して上側媒体ガイド３８を接触位置３８Ａに
移動させるための機構として、壁部１３ｄの下端で装置幅方向Ｘに延在する可動側係合部
８４と、上側媒体ガイド３８のガイド本体７５に設けられた可動側係合受け部８５（図６
（ｂ）、図７参照）と、可動側ガイド部３４の上側媒体ガイド３８を接触位置３８Ａ側お
よび離間位置３８Ｂ側に付勢する可動ガイド付勢バネ８６と、を備える。可動ガイド付勢
バネ８６は、固定側ガイド部３３に設けられた固定ガイド付勢バネ８３と同様の構成であ
るため、説明は省略する。
【００４３】
　上側媒体ガイド３８が離間位置３８Ｂに位置する状態で、搬送路開閉カバー１３がヒン
ジ１４を中心として第２方向Ｆ２に回転すると、搬送路開閉カバー１３が完全に閉じる手
前の途中位置で、搬送路開閉カバー１３の可動側係合部８４が上側媒体ガイド３８の可動
側係合受け部８５に突き当たる（図６（ｂ）、図７参照）。可動側係合部８４は装置幅方
向Ｘに延在しているため、記録紙Ｐの幅に合わせて可動側ガイド部３４を装置幅方向Ｘに
移動させていたとしても、可動側係合受け部８５に可動側係合部８４が確実に突き当たる
。可動側係合部８４が可動側係合受け部８５に突き当たった後、さらに搬送路開閉カバー
１３が第２方向Ｆ２に倒れると、可動側係合受け部８５を介して上側媒体ガイド３８が押
圧されて、上側媒体ガイド３８が第１方向Ｆ１に回転する。上側媒体ガイド３８の閉方向
（第１方向Ｆ１）は、搬送路開閉カバー１３の閉方向（第２方向Ｆ２）と逆方向である。
上側媒体ガイド３８は、可動ガイド付勢バネ８６の中立点に対応する位置までは、可動側
係合受け部８５に加わる押圧力によって回転し、中立点を過ぎると、可動ガイド付勢バネ
８６の付勢力によって接触位置３８Ａまで回転する。
【００４４】
（開動作連動機構）
　図３に示すように、開動作連動機構９０は、媒体ガイド機構３０の装置前方側（＋Ｙ方
向側）の端部に設けられている。図３（ａ）において模式的に示すように、開動作連動機
構９０は、搬送路開閉カバー１３のヒンジ１４に設けられたウォーム９１ａ及びウォーム
ホイール９１ｂを備えるウォームギア９１と、ウォームホイール９１ｂの回転を減速して
伝達する減速機構９２と、媒体ガイド機構３０の装置前方側（＋Ｙ方向側）の端部におい
て装置幅方向Ｘに延在する軸体９３と、軸体９３に取り付けられる固定側ガイド押し上げ
部９４および可動側ガイド押し上げ部９５と、を備える。
【００４５】
　軸体９３は、その中心軸線回りに回転可能に支持される。軸体９３は、媒体搬送面３１
を通過して第３経路部分１０ｃへ向かう記録紙Ｐとの干渉を避けるために、支持プレート
３２ｂよりも上方（＋Ｚ方向）の位置に設けられる。軸体９３の－Ｘ方向側の端部に近い
部位に固定側ガイド押し上げ部９４が取り付けられ、固定側ガイド押し上げ部９４は固定
側ガイド部３３の装置前方側（＋Ｙ方向側）に位置する。また、軸体９３の＋Ｘ方向側の
端部に近い部位に可動側ガイド押し上げ部９５が取り付けられ、可動側押し上げ部９５は
可動側ガイド部３４の装置前方側に位置する。減速機構９２の最終段の歯車９２ａは軸体
９３に取り付けられて軸体９３と一体回転する。
【００４６】
　図８は開動作連動機構９０を模式的に示す説明図であり、図８（ａ）は平面図である。
また、図８（ｂ）、（ｃ）、（ｄ）はいずれも図８（ａ）のＣ－Ｃ位置における断面図で
あり、軸体９３が異なる回転位置にある状態を示す。固定側ガイド押し上げ部９４は、軸
体９３に対して相対回転不能に取り付けられた円板状のフランジ９６と、フランジ９６に
対してその径方向に移動可能に取り付けられた押し上げレバー９７（移動部）と、押し上
げレバー９７をフランジ９６の外周側へ向けて付勢する圧縮バネ９８（弾性部材）と、を
備える。軸体９３にはＤカットが施され、軸体９３の外周面は平坦面９３ａを備える。圧
縮バネ９８は平坦面９３ａと押し上げレバー９７との間に配置される。圧縮バネ９８と平
坦面９３ａとの間に他の部材が設けられ、当該部材を介して、圧縮バネ９８が平坦面９３
ａ側から押し上げレバー９７を付勢する構成としてもよい。
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【００４７】
　軸体９３は、搬送路開閉カバー１３の開閉動作に基づき、平坦面９３ａが固定側ガイド
部３３の側（－Ｙ方向側）を向く位置（図８（ｂ）参照）から、平坦面９３ａが上方（＋
Ｚ方向）を向く位置（図８（ｄ）参照）までの範囲を回転する。軸体９３の回転に伴い、
押し上げレバー９７は、先端が固定側ガイド部３３の側（－Ｙ方向）を向く第１位置９７
Ａ（図８（ｂ）参照）から、先端が上方（＋Ｚ方向）を向く第２位置９７Ｂ（図８（ｄ）
参照）までの範囲を移動する。押し上げレバー９７は、第１位置９７Ａで下方（－Ｚ方向
）側に、軸体９３及びフランジ９６の中心へ向かうに従って下方（－Ｚ方向）側に向かう
傾斜面９９を有する。
【００４８】
　固定側ガイド部３３の上側媒体ガイド３６は、回転する押し上げレバー９７が当接する
当接部１００を備える。図８（ｂ）に示すように、当接部１００は、上側媒体ガイド３６
が接触位置３６Ａに位置する状態で、第１位置９７Ａに位置する押し上げレバー９７と装
置上下方向Ｚに重なる位置に設けられる。
【００４９】
　搬送路開閉カバー１３が閉位置１３Ａから開位置１３Ｂに向かう開方向（すなわち、第
１方向Ｆ１）に回転すると、ヒンジ１４に設けられたウォームギア９１および減速機構９
２によって、搬送路開閉カバー１３の回転による動力が所定の減速比で軸体９３に伝達さ
れる。その結果、軸体９３が回転し、押し上げレバー９７が第１位置９７Ａから第２位置
９７Ｂに向けて回転する。このとき、押し上げレバー９７は、当接部１００の下方（－Ｚ
方向）側に当接し、上側媒体ガイド３６は、当接部１００を介して、回転する押し上げレ
バー９７に押圧され、接触位置３６Ａから離間位置３６Ｂに向けて押し上げられる（図８
（ｃ）参照）。上側媒体ガイド３６は、固定ガイド付勢バネ８３の中立点を越える位置ま
で押し上げレバー９７によって押し上げられる。中立点を超えると、固定ガイド付勢バネ
８３の付勢力によって上側媒体ガイド３６は離間位置３６Ｂまで回転する。このようにし
て、固定側ガイド押し上げ部９４は、搬送路開閉カバー１３の開動作に連動して、固定側
ガイド部３３の上側媒体ガイド３６を離間位置３６Ｂに移動させる。
【００５０】
　搬送路開閉カバー１３の回転位置と、軸体９３の回転位置との関係は、ウォームギア９
１および減速機構９２の歯車の噛み合いを適宜設定し、所望の位置関係となるように構成
することが可能である。例えば、間欠歯車等を用い、搬送路開閉カバー１３が所定の回転
位置まで回転してから軸体９３が回転を開始するように構成することも可能である。
【００５１】
　図８（ａ）に示すように、可動側ガイド押し上げ部９５は、固定側ガイド押し上げ部９
４と同様にフランジ９６、押し上げレバー９７、および圧縮バネ９８を備える。そして、
可動側ガイド部３４の上側媒体ガイド３８は、可動側ガイド押し上げ部９５の押し上げレ
バー９７が当接可能な当接部１０１を備える。可動側ガイド押し上げ部９５の押し上げレ
バー９７と固定側ガイド押し上げ部９４の押し上げレバー９７は、軸体９３の回転に基づ
いて同期して回転する。従って、搬送路開閉カバー１３の開動作に連動して、かつ、固定
側ガイド部３３の上側媒体ガイド３６が離間位置３６Ｂまで回転することに同期して可動
側ガイド部３４の上側媒体ガイド３８を離間位置３８Ｂまで回転させることができる。
【００５２】
　可動側ガイド押し上げ部９５は、軸体９３に取り付けられるフランジ１０２を備える。
フランジ１０２は、ネジ等の連結部材によって可動側ガイド押し上げ部９５のフランジ９
６に、所定の隙間を開けて連結される。固定側ガイド押し上げ部９４は、フランジ９６を
軸体９３に対して軸線方向に移動不能に取り付けているのに対して、可動側ガイド押し上
げ部９５は、フランジ９６およびフランジ１０２が軸体９３に対して軸体９３の軸線方向
に移動可能である。図８（ａ）に示すように、可動側ガイド部３４の下側媒体ガイド３７
は、装置幅方向Ｘにおいてフランジ９６とフランジ１０２との間に位置する係合突起１０
３を備える。係合突起１０３は装置幅方向Ｘに見た場合にフランジ９６及びフランジ１０
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２と重なる位置に設けられる。可動側ガイド部３４は、上述したようにガイド位置調整機
構５０によって装置幅方向Ｘに移動可能となっている。可動側ガイド部３４の位置を装置
幅方向Ｘに移動させると、フランジ９６とフランジ１０２の隙間に係合した係合突起１０
３が移動するのに伴い、可動側ガイド押し上げ部９５が全体として、可動側ガイド部３４
に連動して移動する。これにより、押し上げレバー９７と当接部１０１との位置関係が一
定に保たれる。
【００５３】
（上側媒体ガイドをユーザーが手動で閉じた場合の動作）
　搬送路開閉カバー１３が開位置１３Ｂから閉位置１３Ａに向かう第２方向Ｆ２に回転す
るとき、すなわち、搬送路開閉カバー１３が閉じるときには、軸体９３には搬送路開閉カ
バー１３を開けるときと逆向きの回転が伝達される。その結果、押し上げレバー９７は、
第２位置９７Ｂから第１位置９７Ａに向けて回転する。このとき、上述した閉動作連動機
構８０は、搬送路開閉カバー１３が閉位置１３Ａの近傍まで移動したタイミングで上側媒
体ガイド３６、３８を閉じる。この場合、第２位置９７Ｂから第１位置９７Ａへ戻る押し
上げレバー９７は、上側媒体ガイド３６、３８が接触位置３６Ａ、３８Ａに向けて倒れる
よりも前に、当接部１００、１０１の下側（－Ｚ方向側）に移動することになる。本形態
における開動作連動機構９０は、押し上げレバー９７が固定側ガイド部３３及び可動側ガ
イド部３４の上側媒体ガイド３６、３８を押し上げるため、搬送路開閉カバー１３が閉位
置１３Ａに位置するとき、押し上げレバー９７は当接部１００、１０１の下側（－Ｚ方向
側）に位置することが望ましい。
【００５４】
　しかしながら、本形態の上側媒体ガイド３６、３８は、ユーザーが手で押して接触位置
３６Ａ、３８Ａに移動させることも可能である。ユーザーがこのような操作を行った場合
、記録紙Ｐのセット後、搬送路開閉カバー１３が開位置１３Ｂに位置し、且つ上側媒体ガ
イド３６、３８が接触位置３６Ａ、３８Ａに位置する状態が想定される。そして、この状
態から搬送路開閉カバー１３を閉じる場合、開動作連動機構９０は、上側媒体ガイド３６
、３８が接触位置３６Ａ、３８Ａに位置する状態で押し上げレバー９７を第２位置９７Ｂ
から９７Ａに移動させる。
【００５５】
　図９は、上側媒体ガイド３６、３８を先に閉じた場合の開動作連動機構９０の動作を示
す説明図である。上側媒体ガイド３６、３８をユーザーが先に接触位置３６Ａ、３８Ａに
移動させた場合には、図９（ａ）に示すように、当接部１００／１０１に対して、押し上
げレバー９７の傾斜面９９が当接する。この状態から軸体９３が更に回転すると、図９（
ｂ）に示すように、押し上げレバー９７は、傾斜面９９が当接部１００／１０１によって
押圧される。その結果、圧縮バネ９８を圧縮変形させながら、押し上げレバー９７が軸体
９３およびフランジ９６の中心へ向かう方向に移動する。この移動方向は、押し上げレバ
ー９７が当接部１００／１０１から退避する退避方向である。このように、押し上げレバ
ー９７の退避方向は、当接部１００／１０１と押し上げレバー９７とが当接する方向（Ｚ
方向）と交差する方向（Ｙ方向）である。押し上げレバー９７は、上側媒体ガイド３６／
３８の＋Ｙ方向の端部に設けられた当接部１００／１０１に当接し、傾斜面９９に＋Ｚ方
向を向く押圧力が加わることによって、＋Ｙ方向に移動する。従って、押し上げレバー９
７は、当接部１００／１０１を乗り越えて当接部１００／１０１の下側に移動することが
できる。
【００５６】
（作用効果）
　以上のように、本形態の媒体ガイド機構３０は、搬送路開閉カバー１３の開閉動作に連
動して、媒体搬送面３１に沿って搬送される記録紙Ｐの幅方向の端部を押さえる上側媒体
ガイド３６、３８を開閉するガイド移動機構３９を備える。そして、ガイド移動機構３９
は、搬送路開閉カバー１３の開動作に連動して上側媒体ガイド３６、３８を離間位置３６
Ｂ、３８Ｂに移動させる開動作連動機構９０を備える。従って、搬送路開閉カバー１３を
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開ける操作とは別に媒体ガイドを開ける操作を行う必要がないので、媒体搬送路１０に記
録紙Ｐをセットする際の作業工数を減らすことができる。また、上側媒体ガイド３６、３
８を開け忘れた状態で記録紙Ｐがセットされることを防止できるので、媒体搬送路１０へ
の記録紙Ｐのセット不良が発生するおそれが少ない。よって、記録紙Ｐの側端部を押さえ
ることができ、記録紙Ｐの折れや媒体搬送面３１からの浮き上がりを抑制できる。
【００５７】
　また、本形態の開動作連動機構９０は、押し上げレバー９７が圧縮バネ９８によって上
側媒体ガイド３６、３８から退避する方向（すなわち、フランジ９６および軸体９３の中
心へ向かう方向）に移動可能に支持されているとともに、押し上げレバー９７には退避方
向に対して傾斜する傾斜面９９が形成されている。従って、搬送路開閉カバー１３を閉じ
る前にユーザーが手で上側媒体ガイド３６、３８を閉じてしまっていたとしても、押し上
げレバー９７が当接部１００／１０１を乗り越えて第１位置９７Ａに戻ることが可能であ
る。よって、押し上げレバー９７と上側媒体ガイド３６、３８が干渉して搬送路開閉カバ
ー１３を閉じることができないという事態が発生することはない。
【００５８】
（変形例）
　上記形態の開動作連動機構９０は、ウォームギア９１および減速機構９２によって搬送
路開閉カバー１３の回転を軸体９３に伝達し、軸体９３の回転によって押し上げレバー９
７を上下動させる機構を用いていたが、搬送路開閉カバー１３の開閉動作に連動して押し
上げレバー９７を上下動させる機構は上記形態のようなものに限定されず、各種の機構を
用いることができる。例えば、搬送路開閉カバー１３の開閉動作によって上下動するスラ
イド軸を設け、スライド軸に押し上げレバー９７を連結する構造であってもよい。
【符号の説明】
【００５９】
１…プリンター、２ａ…前面、２ｂ…側面、２ｃ…上面、２…筐体（外装ケース）、３…
操作パネル、４…排紙口、６…ロール紙収納部、７…印刷ヘッド、７ａ…ライン型ヘッド
、８…プラテンユニット、９…ロール紙、１０…媒体搬送路、１０ａ…第１経路部分、１
０ｂ…第２経路部分、１０ｃ…第３経路部分、１１…廃インクタンク交換口カバー、１２
…ロール紙交換口カバー、１３…搬送路開閉カバー（カバー）、１３Ａ…閉位置、１３Ｂ
…開位置、１３ａ…上板部、１３ｂ…側板部、１３ｃ…背面板部、１３ｄ…壁部、１４…
ヒンジ、１５…開口、１６…キャリッジ、１７…キャリッジガイド軸、１８…媒体搬送機
構、２０…媒体供給機構、２１…ロール軸、２２…テンションレバー、２３…テンション
軸、３０…媒体ガイド機構、３１…媒体搬送面、３２…媒体支持部材、３２ａ…支持フレ
ーム、３２ｂ…支持プレート、３３…固定側ガイド部、３４…可動側ガイド部、３５…下
側媒体ガイド、３６…上側媒体ガイド、３６Ａ…接触位置、３６Ｂ…離間位置、３７…下
側媒体ガイド、３８…上側媒体ガイド、３８Ａ…接触位置、３８Ｂ…離間位置、３９…ガ
イド移動機構、４０…ベルト搬送機構、４１…ベルト駆動ローラー、４２…無端ベルト、
４３…搬送モーター、５０…ガイド位置調整機構、５１…ガイド軸、５２…開口、５３…
ロック機構、５４…ロックレバー、５５…スライド溝、５６…スライダー、６１…固定側
受け部、６２…固定側壁部、６３…軸支部、６４…腕部、６５…ガイド本体、６６…媒体
押圧部、７１…可動側受け部、７２…可動側壁部、７３…軸支部、７４…腕部、７５…ガ
イド本体、７６…媒体押圧部、８０…閉動作連動機構、８１…固定側係合部、８２…固定
側係合受け部、８３…固定ガイド付勢バネ（ガイド付勢バネ）、８４…可動側係合部、８
５…可動側係合受け部、８６…可動ガイド付勢バネ（ガイド付勢バネ）、９０…開動作連
動機構、９１…ウォームギア、９１ａ…ウォーム、９１ｂ…ウォームホイール、９２…減
速機構、９２ａ…最終段の歯車、９３…軸体、９３ａ…平坦面、９４…固定側ガイド押し
上げ部、９５…可動側ガイド押し上げ部、９６…フランジ、９７…押し上げレバー（移動
部）、９７Ａ…第１位置、９７Ｂ…第２位置、９８…圧縮バネ（弾性部材）、９９…傾斜
面、１００…当接部、１０１…当接部、１０２…フランジ、１０３…係合突起、Ｆ１…第
１方向、Ｆ２…第２方向、Ｐ…記録紙（媒体）、Ｘ…装置幅方向、Ｙ…装置前後方向、Ｚ
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